
毛呂山町建築物不燃化推進事業補助金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は、地震時の火災による延焼の危険性が高い地域における町の

不燃化を推進するため、火災による被害の軽減及び建物倒壊等による被害防止

を図る事業を行う者に対し、町がこれに要する費用の一部を補助することに関

し必要な事項を定め、もって魅力ある安全で快適な住宅地の形成に寄与するこ

とを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。

(1) 老朽建築物 昭和５６年５月３１日以前の建築物又は別表第１に定める耐

用年数を経過した建築物をいう。

(2) 耐火建築物 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」とい

う。）第２条第９号の２に規定する建築物をいう。

(3) 準耐火建築物 法第２条第９号の３に規定する建築物をいう。

(4) 耐火性能強化 耐火建築物、準耐火建築物又は建築基準法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（令和元年政令第３０

号）第１条の規定による改正前の建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３

８号）第１３６条の２で定める技術的基準に適合する建築物とすることをい

う（新築工事に限る。）。

(5) 建築物不燃化推進事業 老朽建築物を除却する工事又は共同住宅及び隣地

を取得した上での戸建への建替え等による耐火性能強化を行う工事をいう。

(6) 重点整備地区（不燃化推進地域） 毛呂山町住宅市街地整備計画に記載し

た地区をいう（別図参照）。

(7) 町内事業者 町内に住所を有する個人事業者又は町内に本店（主たる営業

所を含む。）、支店若しくは営業所を有する法人をいう。

２ この要綱において使用するその他の用語は、社会資本整備総合交付金交付要

綱（平成２２年３月２６日付け国官会第２３１７号通知）及び毛呂山町補助金

等交付規則（平成２３年毛呂山町規則第１号。以下「規則」という。）におい

て使用する用語の例による。



（補助対象地区）

第３条 建築物不燃化推進事業の対象地区は、重点整備地区（不燃化推進地域）

とする。

（補助対象建築物）

第４条 建築物不燃化推進事業の対象となる建築物は、別表第２に掲げる要件を

全て満たすものとする。

（補助対象者）

第５条 補助の対象者は、町税を滞納していない者のうち、次に掲げる者とす

る。

(1) 老朽建築物除却の場合 老朽建築物の所有者又はその２親等以内の親族

(2) 耐火性能強化の場合 建替え等による耐火性能強化を行う建築物の建築主

又はその２親等以内の親族

(3) 老朽建築物除却及び耐火性能強化を併せて行う場合 耐火性能強化を行う

建築物の建築主又はその２親等以内の親族

（補助対象工事）

第６条 補助の対象となる工事は、次に掲げるものを全て満たすものとする。

(1) 工事の請負を行う場合は、町内事業者と工事契約をしていること。ただ

し、重点整備地区（不燃化推進地域）において、耐火性能強化に関わる工事

の請負を行う場合は、契約の相手方を町内事業者に限らないものとする。

(2) 一の工事箇所に、町で実施している他の補助制度を重複して受けていない

こと。また、申請書１枚につき１つの工事箇所とし、同一申請者が連続で提

出してはならない（他の申請中の案件がない場合を除く。）。

(3) 公共事業の補償の対象となっていないこと。

(4) 補助金交付決定通知を受ける前に工事着工をしていないこと。

(5) この制度を利用して建物の除却をした場合は、除却した土地に新規に建築

する建築物は、準耐火構造以上の耐火性能を有する建築物にすること。

（補助金額）

第７条 補助金の額は、予算の範囲内で、補助対象工事の金額のうち１００分の

５０に相当する額で５０万円を限度とし、その額に１，０００円未満の端数が

生じた場合は、これを切り捨てるものとする。



（交付申請）

第８条 申請者は、補助対象工事を着工する前に、毛呂山町建築物不燃化推進事

業補助金交付申請書（様式第１号）に別表第３に掲げる書類を添えて、町長が

指定した申請期間内に担当課窓口に提出しなければならない。この場合におい

て、住宅の所有者の同意を得て親族が申請するときは、同意書（様式第２号）

及び戸籍謄本又は続柄の記載のある住民票の写し（その写しを含む。）を添え

て提出しなければならない。

２ 町長は、前項の申請を受けた場合には、申請者に対し、受付番号を記入し、

収受印を押印した毛呂山町建築物不燃化推進事業補助金交付申請書の写しを交

付するものとする。

（交付決定）

第９条 町長は、補助金の交付の可否を決定する。

２ 町長は、申請者に対し、前項の決定について、毛呂山町建築物不燃化推進事

業補助金交付決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。

（権利譲渡等の禁止）

第１０条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」

という。）は、補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供し

てはならない。

（工事完了報告）

第１１条 交付決定者は、補助対象工事の完了日から１月以内に、毛呂山町建築

物不燃化推進事業補助金工事完了報告書（様式第４号）に別表第４に掲げる書

類を添えて、町長に提出しなければならない。この場合において、見積書に変

更があったときは、変更後の見積書の写しを添えて提出しなければならない。

２ 町長が必要と認める場合は、補助対象工事の状況について、実地調査を行う

ことができる。

（補助金の確定）

第１２条 町長は、前条の報告書等の内容を速やかに審査し、交付決定の内容及

びこれに付した条件に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、毛呂山

町建築物不燃化推進事業補助金額確定通知書（様式第５号）により、交付決定

者に対し通知するものとする。



（補助金の請求）

第１３条 交付決定者は、前条の規定による確定通知を受けたときは、毛呂山町

建築物不燃化推進事業補助金請求書（様式第６号）により、町長に補助金の請

求を行うものとする。

（補助金の交付）

第１４条 町長は、前条の規定により補助金の請求があったときは、交付決定者

に対して、補助金を交付するものとする。

（申請の取下げ）

第１５条 第８条の規定による申請を取り下げようとする者は、毛呂山町建築物

不燃化推進事業補助金工事計画取下げ書（様式第７号）を町長に提出するもの

とする。

（交付決定の取消し）

第１６条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の交付決定を取り消すことができる。

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。

(2) 補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。

(3) 毛呂山町建築物不燃化推進事業補助金工事計画取下げ書が提出されたと

き。

(4) 補助対象工事が町長の定める期間内に完了しないとき。

(5) その他町長が不適当と認める事由が生じたとき。

２ 町長は、前項の規定により交付決定を取り消すときは、毛呂山町建築物不燃

化推進事業補助金交付決定取消通知書（様式第８号）により、当該交付決定者

に対し通知するものとする。

（補助金の返還）

第１７条 町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合におい

て、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求めるもの

とする。

（助言）

第１８条 町長は、交付決定者に対し、この要綱の目的を達成する上で必要な事

項について助言することができる。



（状況報告）

第１９条 町長は、必要があると認めるときは、交付決定者に対し、工事等の遂

行に関する報告を求め、又は町職員に工事等に係る書類その他必要な物件の調

査をさせることができる。

（調査に対する協力）

第２０条 交付決定者並びに当該補助金の対象となる改修工事に係る設計者及び

施工者は、この要綱による補助金の執行等に関し、町長が必要な調査をしよう

とするときは、これに協力しなければならない。

（その他）

第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この告示は、令和元年１１月１日から施行する。

附 則（令和５年告示第１５４号）

この告示は、令和５年９月１日から施行する。

別表第１（第２条関係）

建築物の耐用年数

別表第２（第４条関係）

補助対象となる建築物

構造 耐用年数

木造 ２２年

鉄骨造 ３４年

鉄筋コンクリート造 ４７年

１ 建築物の権利形態 次の全てを満たすこと。

(1) 個人所有のもの、自治会・町内会の所有のもの

又は企業者の所有のものであること。

(2) 共有者等の関係する権利者がいる場合は、関係

する権利者の全員の同意が得られていること。

２ 建替え時の要件 次の全てを満たすこと。



別表第３（第８条関係）

申請書の添付書類

（注）工事の種別ごとに「○」印の付いた書類を添付すること。

別表第４（第１１条関係）

(1) 建替え予定の建築物が重ね建て住宅、連続住

宅、共同住宅及び隣地を取得して建て替える戸建

て住宅のいずれかに該当していること。

(2) １５０m２以上の敷地で各戸（隣地を取得して建

て替える戸建ては当該住戸）が床面積３５m２以上

（共用部分は除く。）１２０m２以下かつ２以上の

居住室（単身者用は１８m２以上かつ１以上の居住

室）があること。

(3) 建替え予定建築物が準耐火構造以上の耐火性能

を有すること。

３ その他の要件 次の全てを満たすこと。

(1) 毛呂山町立地適正化計画や地区計画等が策定さ

れている地域の場合は、その内容を遵守するこ

と。

(2) 感震ブレーカーの設置に努めること。

添付書類（注） 老朽建築物除却 耐火性能強化工事重点整

備地区

（不燃化推進地域）

１ 案内図 ○ ○

２ 敷地等の権利関係を明ら

かにする書類

○ ○

３ 現況写真 ○ ○

４ 見積書等（写し） ○ ○

５ 建設計画図 ○

６ その他町長が必要と認め

る書類

○ ○



工事完了報告書の添付書類

（注）工事の種別ごとに「○」印の付いた書類を添付すること。

添付書類（注） 老朽建築物除却 耐火性能強化工事重点整

備地区

（不燃化推進地域）

１ 契約書等（写し） ○ ○

２ 領収書等（写し） ○ ○

３ 完成写真 ○ ○

４ その他町長が必要と認め

る書類

○ ○



別図（第２条関係）

整備区域

重点整備地区
























